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1. は じ め に
第2次大戦後わが国では, 社会事業')に関する多くのすぐれた研究が発
表されている。 しかしそれにもかかわらず, 社会事業の本質規定について
は必ずしも学問的一致点に到達し得ているとはいえず, 未に 「研究者の数
ほど社会事業の本質規定がある」 といわれる状態にとどまっているのが現
状である。 例えばゎが国の場合, 社会事業を 「解決を必要とする生活問題
(実践対象)を前提として,この問題解決を援助するプロセスとして理解
し, とくにこの問題解決の仕方ということで,方法・技術が強調されると
1) 近年社会福祉に関する研究はきゎめて多岐にわたってなされているが,そこ
での社会福祉, 社会福祉事業, 社会事業という三つの用語の使い方については
きゎめて暖味である。孝橋教授は,意識的に一貫して「社会事業」という用語
を使用されており,本稿ではさしあたり孝橋教授の用語法に従うこととする。
それらの概念についての整理・検討も必要であると考えられるが, 今後の研究
課題として残すこととする。
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ころに共通点」:)がある社会事業の技術論的見解と, 「今日の社会福祉が政
策化されているという現実認識の上に立つて, 社会福祉を政策的に追求す
る」3)社会事業の政策論的見解とのきゎだった理論面での対立がある。 こ
うした戦後わが国の社会事業研究の中にあって, いわゆる孝橋社会事業論
と呼ばれる独自の理論体系が, 社会事業研究において指導的役割をはたし,
現在なぉ一つの大きな位置を占めているといわれている。
孝橋社会事業論とは, 社会事業論における孝橋正一教授の理論体系をい
うのであるが, わが国において社会事業の政策論的見解の立場をとる社会
事業研究を代表するものが, 孝橋教授の社会事業論であることは疑いのな
いところであろう。そしてまた, 戦後わが国の社会事業研究は, この孝橋
社会事業論を一つの軸として展開されてきたともいうことが出来るのであ
って, 社会事業を研究する者にとっては, 孝橋社会事業論の理解とその間
題の把握こそは最も重要な課題であると考えられる。
以上のような間題意識のもとに, 本橋は孝橋教授の社会事業の対象分析
としての「社会的諸間題の分析(社会間題と社会的間題への二分類)」に
関して一つの理論的検討を試みるものである。
ところで,孝橋教授の「社会的諾間題の分析」については,従来より故
与国狂教授をはじめ, 田多英範肋教授等の主として社会事業の政策論的見
解の立場に立つ研究者によって, それぞれの問題意識と分析視点から既に
いくっかの批判的検討が試みられており, 反批判もまた孝橋教授, 三塚武
男教授等によってなされている。 しかし, 孝橋教授, 三塚教授等による反
批判は,「社会的語間題の分析」に関して提起された批判点に対して, そ
こに示された課題を積極的に受けとめてまさしく理論的に答えるものとい
うよりも,孝橋社会事業論そのものを再説・再確認するものにとどまって
おり, その為十分に説得性をもった反論となっているようには思われない。
また,従来の「社会的諸間題の分析」に関する批判的検討も,同じ社会事
?）
?）
?
三浦文夫福「社会学基座l5・社会福祉al』東京大学出版会, 19'「4年, p.:u
同上書,p.u
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業の政策論的見解の立場に立ちながらも, 孝橋社会事業論とは異つた分析
視点(経済理論)に基づいていることから,そこに提起せられた批判点は,
今日までただ単に「社会的諸間題の分析」に関する間題点として指摘され
るだけにとどまっている。
そこで,幸橋教授の「社会的諾間題の分析」に関しては,これまでそこ
に提起せられた批判点が,何故「社会的諾間題の分析」においてそれに係
わる間題点として指摘されることになるのかを, 孝橋社会事業論の論理に
そくして, 内在的に考察することがさらに必要であると考えられる。
従つて, 本積は以上のような社会事業の本質に関する諾研究の成果に負
いながら,特に孝橋教授の社会事業の対象分析としての「社会的諾間題の
分析」の論理体系にそくした考究を通じて, まさに孝橋教授の説かれる
「社会的諾間題の分析」がどのように理論的に理解されるのかを, すなわ
ちその論理のうちにある間題点を明らかにすることを直接的な課題とする。
2. 孝橋正一教授の 「社会的購間題の分析(社会間aと
杜会的間題への二分類)」の概要
先ず 「社会的諾間題の分析 (社会間題と社会的間題への二分類)」 につ
いて孝橋教授の説くところをきこう。
孝橋教授によれば, 一般的に社会間題とょばれるものは, 「実のところ
さらに分析を必要とするところの, さまざまの種類と内容とをもっている
社会的諾間題の一括的な総称にすぎないので, これらの社会的諾間題を分
析し, 抽出をこころみることによって」4 ), 「同一の根親から成立する異な
った二つの, しかし相互に関連をもった社会的存在を抽出することができ
る」o)とされる。
そしてその上で,「間題のもっ社会制度(構造)的な意義や性質が, こ
4) 拳橋正一 『全訂 社会事業の基本間題」 ミネルヴァ書房, 1975年, p.31.
5)6)  同上書,p.32. -105- 3
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れらの二つの場合にはそれぞれ異なっており」o), 「第一の社会間題は, 資
本主義制度から,基本的・直機的にあたえられ,それを社会的人間がみず
からの上に体現している場合であって, それはこの社会制度がもたらす社
会的困難の集中的・典型的表現として把握せられるものである。 このこと
は…一この種の社会間題への構造的に合日的な配慮が, 資本主義制度の恒
久持続性を前提とするf金労働の順当な生産と再生産にとって, 同様に直
接的・基本的な影響と効果をあたえるものであるということもふくめて意
味せられている」7)。「そのような意味で,社会間題はそのまま労働間題と
して認識せられ」8), 「そしてここでは, 労働間題は一一社会的諾間題の他
の形態にくらぺて,単なる種類や分野の相違ではなく,いわば社会的諸間
題の構造体系における序列の相違として認識把握されなければならない。
そしてそれは, 普通に社会間題とょびならされているさまざまの形態をと
ってあらわれる間題群の基底に横たわっているところの, したがってそこ
から他の形態の社会間題(厳密にはすぐ後にのぺる社会的間題)をなりた
たせている基本的存在であることを理解する必要がある」o) と孝橋教授は
説かれる。
以上のことから孝橋社会事業論においては, 「第一の種類の社会間題は,
社会の構造的基礎において基本的・直接的に間題が提起せられているもの
であるという理解にたって, いまその内容を社会の基礎的・本質的課題で
あるという約東をすると, 言業の厳密な意味で文字どぉり “社会間題” と
よぶことのできるものは, この種の社会間題である」lo) と規定せられる。
次に,孝橋教授は「第二に,普通に社会間題とよばれるもののうちには,
資本主義社会がそのような構造的特質をもって特徴づけられ, 基礎的・本
質的に社会間題をよびさますところから, それに重ねて, あるいはそれに
関連し, またはそのことの結果として,関係的に派生してきて,それが社
7) 同上書, p.的.
8)9)  同上書,p.34  .
l0:)11) 同上書,p.35
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会的人間の典型としての労働者 (=国民大衆) にその担い手を見出すとこ
ろの, 第二次的な社会的困難を総称している場合がある」'') と説かれて,
「いまこの種の社会問題をさきの場合と区別するために, “社会的間題”
とょぶなら一一それは内容的には, 社会における関係的・派生的課題をも
って構成されるものである」'2) と規定される。そして, この社会的問題に
関しては,「主として労働者における社会的必要の欠乏(社会的障害)状
態'3)として提起せられ,同じ社会の構造的必然の所産でありながら,その
ような問題の所在がょびさます影響と効果は, 社会制度の構造的性質に,
直接的には強力な作用をおよぼすものではない一もちろん一一間接的に
か結局のところ,なんらかの作用をぉよぼすであろうことは否定できない
が一というような地位においやられる」'4 )と言われる。
さらに以上のことに加えて,孝橋教授は「一つには問題それ自身の性質
と,他は社会政策の限界性によって」'S ),「社会問題への社会的対応は社会
政策, 社会的間題への社会的対応が社会事業となるが, その構造的理論に
おいては,後者は前者への補充的施策'e)として」n)の位置づけが与えられ
12) 同上書,p.37.
13) 孝橋教授は 「社会的必要(Socialneeds)」およびその「欠乏(社会的障害)
状態」 については次のように説かれている。
「社会的必要(Socialneeds)とよんだものは,人間が社会生活を営むため
に必要な精神的・ 肉体的ならびに物質的な生活諸手段に対する需要の総称であ
るが,その質と量は,それぞれの時と所における歴史的・社会的生活水準によ
って異なることはいうまでもない。そしていずれにせよこの社会的必要の欠乏
における最下限に窮乏が位置をしめていることだけは明らかである。そしてこ
の窮乏を基底とする社会的障害は, -一いわゆる “三つのD”(Destitution,,
Delinquency,Disease一窮乏,犯罪,疾病)として要約的に表現せられる」
と。(同上書,pp.36-37.)
14) 同上書,p.48.
15) 同上書,p.3.
16) こ こ に考:橋教授によって使われている「補充的施策」 という用語は, 孝橋社
会事業論におけるいわゆる「社会事業の『補充性(代替性)』規定」に係わって
いる。孝橋教授は, この社会事業の補充性(代替性)に関して,例えば次のよ
うに説かれる。
「社会政策の限界性によって, 本来, 社会政策がそれに対応しなければなら
ないはずの社会問題は, ある一定の限界で切断され, それゆえにその限界内/''
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ると規定される。
かくて孝橋教授は,教授の説かれる「社会的諸問題の分析」を認識・理
解することの重要性について次のように説かれる。
「社会政策と社会事業との概念的区別の根底には, それぞれの社会的領
域を構成している課題それ自身に, それぞれの独自の性格と特徴が横たわ
っていて,この社会的諸間題の構造分析によってはじめて,社会政策と社会
事業との概念的区別が明確に提示せられるものであり」'8 ), 「対象規定は社
会事業が独自の学間領域であることを主張しまた実践的に他の領域の活動
との間に混乱をおこさないために決定的に重要な意味をもっている」'o)と。
基本的には以上のように理解される孝橋教授の 「社会的諸問題の分析」
を巡つては, 既に与田教授をはじめ, 真田是教授等の研究者によってそれ
ぞれの問題意識と分析視点からいくっかの批判的検討が試みられている。
以下次章においては, 従来より提起されてきているそれらの疑問や批判を
本稿の課題と係わる限りでとりあげて整理・検討することによって, と り
あえず孝橋教授の説かれる 「社会的諸問題の分析 (社会問題と社会的問題
/''でのみ社会政策は機能するが,それ以上の限界を越えた部分については,そ
の対応を社会事業に委ねることとなる。その際, 理論的に可能な限界まで社会
政策が伸び切り, そこまで到達していることが仮定されている。社会政策がこ
の理論的限界に到着している場合に, なぉ, そこに残されている社会間題部分
を社会的問題と呼び, それに社会事業 (社会事業政策を含む) が対応している
と い う こ と に な る。理論的想定において, この社会政策の限界のために,その
政策的照応からはみだした社会問題部分(社会的問題)に対応する場合の社会
事業を, 社会事業の補充性と名づける。
ところが社会政策の実際においては, この理論的に想定された限界に衡き当
る以前に,その限界以下のところに落ち着く一一。こ う し て , 来 本 , 社 会 政 策
をもって照応しなければならないはずの社会問題部分であって, しかも, 社
会政策の理論的限界内の部分であるにもかかわらず, 社会政策がそこに機能せ
ず, そのためにその対応が社会事業に目代りさせられる部分を生ずる。 この社
会政策の実際的限界のために, 社会政策に代つて社会事業が対応させられる場
合を社会事業の代替性と名づける」(孝橋正一 『現代資本主義と社会事業』 ミ
ネルヴァ書房,1977年,p.80)と。
17) 孝橋・前掲『全訂 社会事業の基本問題』,p.39.
18) 同上書,p.57.
19) 同上書,p.26.
6
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への二分類)」 の何処に, どのような間題点が指摘され得るのかを明らか
にしてみよう。
3. 「杜会的語間題の分析 (社会間題と社会的間題への
二分類)」の間題点
孝橋教授の説かれる 「社会的諸間題の分析 (社会間題と社会的間題への
二分類)」 に係わる間題点を, 従来の諾研究の成果に角いながら本章では,
①社会的間題の発生, ②社会間題と社会的問題の区別, という二つの視点
から整理・検討してみよう。
(1) 杜会的間題の発生について
先ず, 社会的間題の発生に関する間題点からみることにする。
孝橋教授が社会的間題の発生について説かれるところに頻出する 「関係
的・派生的」という語句を,その間題点として,第一に指摘することが出
来る。
例えば孝橋教授が,社会的間題は「資本主義社会が一一基本的・本質的
に社会間題をよびさますところから, それに重ねて, あるいはそれに関連
し, またはそのことの結果として, 関係的に派生して」2o)くると説かれる
ところに関して, 田多助教授は以下のような疑間を提示されている。
「氏(孝橋教授一引用者)のこの文章は,いったいいかなることを意
味しているのか。日本語として非常に了解しにくい。とくに氏の議論のキ
ーワードの一つともいえる『関係的・派生的』という言葉は,わかったよ
うでその実何もゎからない。間題は, 社会的間題が社会問題とどのように
関係し, どのように派生するかを明示することである」2')と。
20) 同上書, p.35.
2l) 田多英範「戦後社会福祉論の検討(1) 孝橋正一 f社会事業の基本間題,j批
判一」 l「社会事業研究』第15号,1976年,p.3-109- 7
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この孝橋教授の「関係的・派生的」 という用語がどう理解されるのかと
いう点に関しては,宮田和明助教授の場合は「『社会的間題』が「資本主
義制度の構造的特質』に根をもちながら, そこから直接的にではなく 『社
会間題』の成立を媒介として『関係的に』派生してくる問題である」22)(傍
点原文) と考えられており, また佐武弘章教授も「社会間題に関係して派
生的に社会的問題が生ずる」23)という理解を示されているように, 田多助
教授にみられる問題意識は一般にはうすいと考えられる。 しかし後に検討
されるように, 孝橋社会事業論においてその論理から推論される「関係的
に派生する」という語句の意味するところは, 宮国助教授, 佐武教授が理
解されているように極めて常識的に, 単純に社会的間題が「間接的に派生
㈱ 生 ) す る」,あるいは社会間題に「関係して派生的に生ずる」 と果し
て理解され得るものなのかどうか疑間なしとしない。すなわち, 先に国多
助教授によって提起された疑間(問題)点を受けて,さらに孝橋社会事業
論の論理体系にそくした考察を通じて,孝橋教授の説かれる「関係的に派
生する」という語句が一体どのように論理的に推論(理解)されるのかを,
明らかにすることに本稿の課題の一つがある。
また,この「関係的・派生的」という孝橋教授の用語に関しては,宮国
助教授等によって以下のような問題点も指摘されている。
「間題なのは,<社会間題一基礎的・本質的> <社会的間題一関係
的・派生的> という規定には,第一に間題の『序列』を示す<基本的(基
礎的一→副次的> という関係と, 第二に間題の『発生』の過程を示す<直
接的一派生的 (間接的)> という関係と, この二つの関係が不用意に混
同され,重ねあゎされていることである。この「序列』とf発生』との
『二重写し』 が無用の誤解と混乱をまねいていることを指摘しておかなけ
22) 宮田和明「社会事業の『政策論的』規定について一拳橋理論の批判的検討
を中心に一」『研究紀要」(日本福祉大学)第31・ 2号,1977年3月,p.392.
23) 佐武弘章「『社会事業の社会科学」批判一いわゆる孝橋理論の検討一」
「社会間題研究』第28巻第1・2号,19'r8年,p.4.
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ればならない」u)と:n)。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ・・・・・
ここに富田助教授によって提起された「関係的に派生する」 という語句
i:i)it )「序列」と「発生」との「:二主1i;.」とし、う間色?に関しては,
それも確かに重要な指摘であると考えられ得るが, 本積の課題にとっては,
むしろこの「関係的・派生的」 という露句における孝橋教授の説かれる社
会事業の補充性と代替性との「二重写し」 こそがより注意されるべき間題
点である。すなわち, ここでは問題点を指摘するにとどめ, その検討は後
の「「社会的諾間題の分析(社会問題と社会的間題への二分類)」の論理批
判」 にゆずるが, いずれにしても孝橋教授が「社会事業の本質を正しく理
論的に規定することによって, その補充性と代替性を混同してはならな
い」9o)と説かれているにもかかわらず, 孝橋社会事業論の理論構造が, 社
会的間題の発生に関して「社会間題があることによって, そこから関係的
に派生する」27)という語句で表される共通の過程(論理)を,その補充性
と代替性において, もっているという点こそが問題なのである。
以上のことから, 社会的間題の発生に関して, 先ず孝橋教授の説かれる
「関係的・派生的」という用語の抱える間題点は,次のように整理される。
すなわち, そこに指摘される間題点は, 孝橋1it;flが社会的間題は ・「社会
間題があることによって,そこから関的係に派生する」と説かれる時,こ
の「関係的に派生する」という語句は,その実どのようなことを意味して
いるのか。 あるいはまた, この点に関して孝橋社会事業論の論理から推論
されるところのものは, 果して孝橋教授が説かれるように「関係的に派生
する」という語句で表現され得るものなのかどうか。さ ら に, 社会的間題
の発生に関する 「社会間題があることによって, そこから関係的に派生す
る」 という論理が, 理論的に区別される社会事業の補充性と代替性におい
て同一であるということは, 孝橋社会事業論の理論体系において何を意味
24) 富国・前掲論文, p.393.
25) この点に関しては,国多・前掲輪文,p.3-4,を参照されたい。
261) 孝橋・前掲『全前 社会事業の基本間題」,p.67.
27) 孝橋・前島『現代資本主義と社会事業」,p.79.-1 l l_ 9
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しているのか, あるいは孝橋社会事業論がいかなる理論体系であることを
意味しているのか, という以上の諸点である。前述したように, ここでは
間題点を指摘するにとどめて, 次に社会的間題の発生に係わる第二の間題
に限をうっすことにしよう。
さて, その間題点として第二に指摘されるのは, 社会的間題の発生の経
路に係わる間題である。
先ずこの社会的間題の発生の経路に関して, 孝橋教授の説くところをき
こ う o
孝橋教授は, 社会間題が「普通に社会間題とょびならされているさまざ
まの形態をとってあらわれる間題群の基底に横たわっているところの,
したがってそこから一一社会的間題をなりたたせている基本的存在であ
る」28)と規定されたうえで, 社会的問題は 「資本主義社会が一一基礎的・
本質的に社会間題をよびさますところから, それに重ねて, あるいはそれ
に関連し, またはそのことの結果として, 関係的に派生して」2o)くる「第
二次的な社会的困難」n)であると説かれている。
以上のよ うに理解される孝橋社会事業論における社会的間題の発生の経
路に関しては, 真国教授による一連の批判がある。
例えば,真田教授は次のような疑間・批判を提起されている。
「社会病理間題(福祉問題)といったものが,社会間題(労働間題)か
ら派生するというとらえ方は,資本制的生産の基本法則と,社会間題(労a間題)なるものとを同一視することになりはしないかという疑間を感ず
る。 労働問題以外のすぺての社会問題が, 労働間題から派生するわけでは
ない。 すべての社会間題が派生するのは, 資本制的生産の基本法則からで
ある。 労働間題もやはりそれから派生する一つのものである」3')と。
28) 孝橋・前掲「全前 社会事業の基本間題」, p.u.
29) 同上書,p.35.
30) 同上書,p.30
31) 真田 是「現代社会学と社会間題』青木書店,1965年,p.1:u.なぉ, この真
国教授による社会的間題の発生の経路に関する批判については, 国多助教授・
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ここにみられるように真田教授による批判は,社会間題(労働問題)の
存在を媒介(基本的条件) としない, すなわち「資本制的生産の基本法
則」,あるいは孝橋教授の用語では「資本主義制度の構造的特質」から直
接的にみちびかれる, いま一つの社会的間題の発生の経路の存在を指摘し
ているo
しかし, 既にみてきたように孝橋社会事業論においては, 社会間題が
「資本主義制度の構造的特質」 から基本的・直接的にもたらされるのに対
して, 社会的間題の成立にとっては先ずこの社会間題がその「基本的存在」
となっている。そしてその上で,社会間題を媒介として,社会的問題が間
接的に 「関係的に派生してくる」という理論構造になっている。従つて,
孝橋社会事業論においては社会的間題の発生の経路が一つだけであるとい
うことは, その当然の論理的帰結なのである。
ところで,真国教授によって指摘された他の一つの,すなわち「資本主
義制度の構造的特質」 から直接的に導かれる社会的間題の発生の経路を,
ここで理論的に分析・検証し提示することは本稿の課題ではない。従つて
また, 社会的間題の発生の経路が一つであるのか, あるいは二つあるのか,
そのいずれであるのかの正否を検討し判断することも本稿は直接的な課題
とはしていない。 しかし, それにもかかわらず, この真国教授による批判
は, 以下に述ぺるところから本積においても重要な意味をもっこととなる。
その理由の第一は, 既に孝橋教授が好んで用いられる 「関係的に派生す
る」という語句に係わる間題点を整理・検討したところとも重複すること
になるのだが,孝橋社会事業論において,社会的間題の発生の経路が一つ
であるということは, その社会事業の補充性と代替性とが, 社会的間題の
発生の経路に関して同一の理論構造をもっことを意味するからである。 す
なわち, 社会事業の補充性と代替性が社会的間題の発生の経路に関して同・(国多英ll「社会福祉論の方法」,p.380. 吉国久一日「社会福祉の形成と課題
一社会事業から社会福祉へ一』川島書店,1981年,所収)や松国真一助教
授(松国真一「社会福祉本m争j,p.29真国是構「戦後社会福:t止1al争」法律
文化社,l979年,所取)等も同様の見解を示されている。解せて参原されたい。-113- 11
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ーの理論構造をもっ一且, 「関係的に派生する」 という語句で表される
社会的間題の発生の過程 (論理) も同一である一という孝橋社会事業論
の理論体系において,孝橋教授が説かれるように社会事業の補充性と代替
性は果して「理論的にはどこまでも峻別される」32)ものなのだろうか, と
いう疑間がここに提起されよう。
さらに第二の理由として,例えば,孝橋教授が「一般的にいって社会の
基礎的・本質的課題の典型からある程度の距離をもち, それゆえに単に社
会の関係的・派生的課題の担い手として処理せられなければならなかった
これらの人々は, 一…結局のところ労資関係の場面における労働条件の基
本間題をめく'る社会の基礎的・本質的課題としての性格を担うことが一一
できないという性格的特質にいろどられている」33)(傍点引用者)と説かれ
ているように, 実は孝橋社会事業論の内にも必ずしも社会間題を媒介とし
ないで成立する社会的問題の存在が指摘されるからである。このことは,孝
橋社会事業論に規定されている論理以外にも, 社会的間題の発生の経路が
存在することを, 孝橋社会事業論そのものが示峻していると理解されょう。
いずれにしても, 社会問題を媒介としないで成立する社会的問題の存在は,
「社会問題は社会的問題をなりたたせている基本的存在である」 という孝
橋社会事業論における命題に反するものとなる。 この孝橋社会事業論の理
論体系そのものの中に存在する社会間題を媒介としない社会的間題は, 先
の第一の理由において指摘された間題点と併せて考えるならば, むしろ孝
橋社会事業論においては, 社会的間題の発生の経路はどうしても一つでな
ければならないのではないか, という疑問をここに提起することになろう。
かくて以上の検討から, 社会的間題の発生の経路に係わる間題点は次の
ように整理される。
端的にいうならば, 何故孝橋社会事業論においては社会的間発の発生の
32) 孝橋・前掲『全訂 社会事業の基本間題』, p.67.
33) 同上書,pp.52-53. これと同様の孝橋教授の見解が, 同書,pp.42-43,pp
45-47,p.68,にも見られる。併せて参照されたい。
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経路は一つでなければならないのか, という疑問点がそれである。そして
ここに提起された疑間は, 社会的問題の発生の経路が一つであるというこ
とから, 孝橋社会事業論の理論体系が, 如何なる社会事業の理論体系とな
らざるを得ないのかという, すなわち, 孝橋社会事業論が資本主義社会の
経済的機構との関連において, 把握したものが何であったのかという間題
を含んで意味せられている。
さて, 社会的間題の発生に係わる問題点に関連して, 最後に孝橋社会事
業論における窮乏化法則の意義に付言をしておきたい。
孝橋教授は,社会的間題の発生の根批として窮乏化法則をその基底に据
えられている。例えば,孝橋教授は次のよう.に説かれる。
「一般的にすすんでいく歴史的・社会的な生活欲求のなかにあって, 労
働力の価値以下への:資金の低下價向があるところには, 労働者の窮乏化,
したがって生活水準そのものの低下はさけがたい現実として存在して」u)
おり,「資本主義制度を支配する社会=経済法則が, たえず労働力の価値
(価格)の価値以下̃、の切り下げを行ない, 産業予備軍を增大的に生産し,
労働者階級の絶対的・相対的窮乏化をもたらすものだからである。 このよ
うな事情のために, 労働者にとっては, 社会的必要の欠乏 (社会的障書)
状態3S )(社会的間題の現象的表現一引用者)は,この社会制度のもとに
おける労働者の社会生活をとりまく常時的な姿である」3o)と。
上の引用にみられるように, 孝橋教授は窮乏化法則についてはいわゆる
賃金の「価値以下説」という(あるいは「生活水準低下説」とも理解され
る)絶対的・相対的第乏化説の立場をとられている。この質金の「価値以
下説」は周知のように第乏化法則をめぐる論争に係わるものであり,社会
政策の分野においても多くの研究と論識がなされてきた。 しかし本稿は,
「社会的諸間題の分析」 に関する孝橋教授の観.述のうちに潜む論理的間題
34) 同上書, pp.326- 7.
35) 「社会的必要の欠乏(社会的障書)状態」については,本稿注的)を参照さ
れたいo
36) 同上書, p.36. -l15- 13
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点を探ることを直接的な課題としている。 従つて本稿におけるわれわれの
検討は, 孝橋教授の窮乏化法則に関するいわゆる貸金の 「価値以下説」 的
理解を一つの前提として展開されることになるが, このことは孝橋教授の
窮乏化法則に関する:買金の「価値以下説」的理解を肯定することを意味す
るものではない。
以上の点に関して, 本稿が課題とするところとの関連で, いま少し数衍
しておこうo
孝橋社会事業論では, 確かに論理的には社会間題が存在しないかぎり,
社会的問題は成立し得ない。 この点に視点が置かれるかぎりでは, 孝橋社
会事業論においても窮乏化法則をどのように理解するかは重要な問題であ
ると考えられる。例えば社会事業の分野においても, 宮田助教授や佐武教
授は, 孝橋教授の窮乏化法則に関する理解には誤りがあるとする見解37)を
示されながら, また田多助教授は, 資本主義社会の一般法則としての窮乏
化法則の成立そのものを否定される見地38)から, それぞれ孝橋教授の窮乏
化法則の理解に対して批判的検討を加えられている。 これらの諾研究にみ
られるように,社会的間題の発生に係わる問題点として,孝橋社会事業論
における窮乏化法則の意義とその理解は, 大きな争点となってきた。
しかしながら, われわれは孝橋社会事業論において窮乏化をどう理解し,
どう提えるかという間題の重要性を認めつつも, 他方ではその意義に関し
て以下に示されるように疑問もまた持たざるを得ない。
既に検討してきたところから明らかなように, 孝橋社会事業論における
社会的間題の発生に関する論理は, 社会的間題が 「資本主義社会の構造的
37) 宮国助教授による孝橋教授の窮乏化法則の理解に関する批判としては, 官田
前掲論文,pp.400-406,を参照されたい。また,佐武教授による批判は,佐
武・前掲論文, pp.5-6,および佐武弘章「「社会事業の社会科学」再批判一
いわゆる孝橋理論のいくっかの難点について一」「社会福祉研究」第27号,,
1980年10月,pp.14-l6,を参照されたい。
38) 孝橋教授の窮乏化法則の理解に対する田多助教授による批判としては, 国多
前掲「戰後社会福祉論の検討(111l,pp.4-10,および国多・前掲「社会福社論
の方法」,pp.37S-378,を参照されたい。
14 -116-
lii橋社会事業alの批判的検開・
特質」からの直接的な発生の経路を持つことなしに, 社会間題の存在を基
本的条件(媒介)として,その社会間題から間接的に「関係的に派生す
る」となっている。従つて,孝橋社会事業論においては窮乏化法則は,資
本主義社会と社会問題(労働間題)の生成・本質・現象等に係わる間題の
経済機構的速関の解明には意義を持ち得るとしても, 論理的には社会的間
題の発生に関する間題の解明には直接的な意味をもたないこととなる。 そ
うであるからこそ富国助教授や佐武教授が批判されるように, たとえ孝橋
教授が第乏化法則の意義を正しく理解していないとしても, 資本主義社会
において社会間題(労働間題)が存在し,同時に社会政策の限界によって
社会政策がその社会間題に十分に機能し得ないという, この二つの条件を
理論的前提とするならば(すなわち, 少なくとも孝橋教授の窮乏化法則の
理解に誤りがあるとしても, 上に示した前提条件は, そこのと自体によっ
ては否定され得ないことから), 孝橋社会事業論における 「関係的に派生
する」 という語句で表される社会的間題の発生の論理 (過程)3oは, 理論
的修正を受けないことになるのが理解されょう。そして,宮国助教授によ
る孝橋教授の窮乏化法則の理解に関する批判も, 佐武教授の批判もいずれ
もその批判の焦点は,政策としての社会事業の成立の必然性(根觀)に置
かれており, 社会事業の対象分析であると考えられる「社会的諾間題の分
析」には直接的に係わって提えられてはいない‘o)。 このことからも, 孝橋
社会事業論においては, 社会事業の対象たる社会的間題の発生に関する理
論的解明にとって, 窮乏化法則が間接的な意義しカ特ち得ないことが確認
されょう。
また, 資本主義社会の一般法則としての窮乏化法則そのものの成立を否
39:) 孝橋社会事業論において社会的間題が発生 (成立) するための理識的前提条
件に関する検討は, 本稿4.「「社会的諸間題の分析』の論理批判」で行なわれ
るo
40) この点に関しては,本清注37)を参照されたい。また,季橋社会事業論にお
ける,いわゆる社会事業の成立の必然性(根換)に関する検討も必要であると
考えられるが,今後の研究際題として残すこととする。-ll7- 15
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定される田多助教授の場合においても, 資本主義社会の下において社会問
題 (労働問題) の発生と社会政策の限界という先の二つの前提条件が同時
に成立する場合には, 孝橋社会事業論における社会問題から 「関係的に派
生する」 という社会的問題の発生に関する論理は, 理論的修正を受けるこ
ととはならない。例えば,田多助教授が「窮乏化法則は,資本主義の一般
法則としては成り立たない…一このことは労働者の現実の貧困化を否定す
るものではない。 この貧困化はより具体的な事情で説明されるべきものと
理解」4')された上で, 「構造的大量失業の発生によって多くの労働者は, 生
活手段を奪われたり, あるいは労働条件の悪化から, 生活が困難となった
り不可能となったりするのであ」'2 )り, 「労働者は生活賃金さええられなく
なるおそれが生ずる」43)(傍点引用者)と説かれているように, 資本主義
社会の一般法則としての窮乏化法則が成り立ち得ないとしても, 資本主義
社会の下における社会間題 (労働間題) の存在と社会政策の限界という上
記の二つの理論的前提が成立することが理解されょう。 従つて田多助教授
の場合にあっても,少なくとも「特殊段階的」には孝橋社会事業論におけ
る社会的間題の発生に関する論理が成立し得ることとなる。
いずれにしても, ここでは社会事業の理論としての孝橋社会事業論の解
明すべき直接的課題は, 社会政策の対象である社会間題の資本主義社会に
おける生成・本質・現象およびその対策体系に係わる諸間題の解明ではな
くして, 社会事業の対象である社会的問題に関するそれらの諸間題なので
あり, しかも孝橋社会事業論においては, 孝橋社会事業論そのものの理論
構造の故に, 窮乏化法則は直接的には社会的問題ではなく, 社会間題に係
わって捉えられているという点が先ず確認されなければならない。
従つて,本稿において, これまで社会的問題に係わる間題点として,そ
の発生の経路およびその発生の論理 (過程) を表すと理解される 「関係的
41) 田多・前掲「社会福祉論の方法」, p.375
42) 同上,p.389.
出 )  同上,p.390
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に派生する」 という孝橋教授の用語, また, それらと社会事業の補充性と
代替性との論理的関連について一見して必要以上にこだわって整理・検討
してきたのも, 以上のような問題意識を本稿が含んで持つからに他ならな
いo
(2) 社会間題と社会的間題の区別について
社会間題と社会的問題の区別に関しては, 前節で整理・検討がなされた
社会的問題の発生に係わる間題点と比較して, その間題の所在は明解であ
る。 すなわち, 孝橋教授の説かれる社会間題と社会的間題とは明確に区別
され得るのか, という点がここでの間題点である。 そして, 間題の焦点が
明快である一方で, この社会問題と社会的問題の区別に係わる問題は, 孝
橋社会事業論を考察する場合には, 最も重要な意味をもっものとなると考
えられる。 それは, 孝橋社会事業論の理論体系が社会間題と社会的問題と
の間に厳密な区別をなし得ないとすれば, 社会事業の理論である孝橋社会
事業論そのものからして, 社会事業の独自の対象領域を確定し得ないこと
となり, 孝橋社会事業論によっては「社会事業が独自の一つの学問領城を
構成するものであることを主張することができ」“)なくなるからに他なら
ないo
ところで, 既に 「『社会的諸問題の分析(社会問題と社会的問題~、の二
分類』の概要 Jでもみてきたように, 社会問題と社会的間題は,「性格的
特質の相違」 と「序列の相違」 という相互に関連性をもっ二つの基準によ
って区別されている。 そこで以下本節においては, この二つの基準のそれ
ぞれについて, それらの基準によって社会間題と社会的問題が明確に区別
され得るか否かを検討していくことにする。
先ず,「性格的特質の相違」による社会間題と社会的間題の区別につい
てであるが,与田教授は,その論文「社会保障・社会政策・社会事業」'o)に
??）
??） 孝橋・前掲「全前 社会事業の基本間題」, p.142.
与国征「社会保障・社会政策・社会事業」社会政策学会年報幅集委A会編.?'-ll9- 17
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おいて, 次の三点から 「社会的間題を孝橋氏の如く明確に二種類に区分す
ること」は「不可能である」a)とされた。
① 「孝橋氏が基礎的・本質的と称される社会間題の体現者が,時間
の経過とともに従々に第二次的な社会的間題の体現者に転化してゆ
く」oという事実があるということ。
② 「われわれの周国には, 社会の構造的産物なのか派生的産物なのか
判定が困難な社会(的)間題が数多く存在する」'8)ということ。
③ さらに, 「医療間題や老船廃疾間題などのように, 最初から« 基本
的な社会間題なのか, なれとも派生的な社会的間題なのか>を設間す
ること自体が無意味にして不可能な」‘o)社会 (的)間題が存在すると
指摘された。
以上の三点から, 与国教授は 「直接的か間接的かはii!度の違し、にす ぎず,
また観点の違いにすぎない」So)(街i点引用者)として,「社会的諾問題の二
分類を行なう以上どこかで一線をひかねばならないが, この分類が窓意
的・主観的なものとならざるをえないことは極めて当然のことである」o')
と説かれた。
ここに与田教授の批判にもみられるように, 社会間題と社会的間題は質
的な側面(「性格的特質」)においてむしろ同質の間題なのであり, その
「性格的特質」 を担う程度が社会問題と社会的間題とでは相違しているこ
とが理解されよう。従つて,孝橋教授が「性格的特質の相違」と説かれて
いるところの,実はその「性格的特質」を担う程度の相違を基準として,'・ 「社会保障と最低1it金制(社会政策学会年報第13集)」 御茶の水書房, 1966年
所収。
46) 同上書.p.65.
47)48)49)50)51) 同上書,p.66.
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社会間題と社会的間題とを明確に区別しようとしても, そこに設定される
境界は 「窓意的・主観的なものとな」 り暖味なものとならざるを得ない。
それゆえにまた,与田教授も指摘されたように,孝橋教授の説かれる社会
的諸間題における基本的・直接的な社会問題と関係的・派生的な社会的間
題という区別は, その実体もまた明らかにはし得ない。
さて以上は, 「性格的特質の相違」によって社会間題と社会的間題を明
確に区別することの困難性についての検討であったが, 「序列の相違」 に
よる社会間題と社会的間題の区別に関してはどうであろうか。
孝橋教授は,この社会問題と社会的間題の「序列の相違」をどのように
説明されているのだろうか。先ずこの点について,教授の説くところを聞
こ う o
社会問題の「所在がよびさます影響や効呆は, 資本主義制度の構造的性
質に直接的な効果と作用をぉよぼすものであ」S2)り, 「資本主義制度にとっ
ての構造的危機を意味するもの」S3)であることから, 社会間題は 「それへ
の対応が資本主義制度の構造的運命に直接的にかかわりあっている社会的
困難なので」S◆)あると説かれる。
これに対して,社会的間題は「同じ社会の構造的必然の所産でありなが
ら, そのような間題の所在がよびさます影響と効果は, 社会制度の構造的
性質に, 直接的には強力な作用をぉよぼすものではない一もちろん一一
間接的にか結局のところなんらかの作用をおよぼすであろうことは否定で
きないが一という」SS)ことから, 従つて社会的問題は 「けっして社会的・
産業的な構造的危機をもたらすょうな性質のものではない」So)と さ れ て い
るo
以上のような孝橋教授の説かれる「序列の相違」に関する識論は,社会
52)考:橋・前掲「全訂 社会事業の基本間題,1, p.47
53) 同上書,p.4l.
配 )  同上書,p.u.
55) 同上書,p.48
56) 同上書,p.150
-12l-
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間題と社会的間題が明確に区別される根拠として, 説得性を持つた裁論と
なり得ているといえるだろうか。疑間なしとしない。以下この点について,
若干の検討を加えることとする。
社会間題と社会的間題の「序列の相違」を判断・決定する基準が,社会
(的)間題の「資本主義制度の構造的性質」におよぼす影響と効果におか
れていることは, 孝橋教授の説かれるところからも容易に理解できる。 そ
してこの基準をよりどころとして,社会間題は「資本主義制度の構造的性
質」に 「直接的な効果と作用をぉよぼ」し,従つて「資本主義制度にとっ
ての構造的危機を意味するもの」であるのに対して,社会的間題は「資本
主義制度の構造的性質」に「直接的には強力な作用をおよぼすものでは
な」く,従つて「けっして社会的・産業的な構造的危機をもたらすょうな
性資のものではない」とされ,ここに孝橋教授の「序列の相違」による社
会問題と社会的問題の明確な区別は一見して明快であり, 成功しているか
のようにみえる。しかし,社会間題と社会的問題を区別する「序列の相
違」を以上のように理解するならば, そこにはただちに次のような疑問が
指摘されることになる。
すなわち,何故「資本主義制度の構造的性質」に 「直接的には強力な作
用をおよぼすものではない」 とされる社会的間題が, 資本主義社会にとっ
て間題となるのであろうか。また,何故このように「けっして社会的・産
業的な構造的危機をもたらすょうな性質のものではない」 とされる社会的
間題に対して, 社会的施策としての社会事業が購じられなければならない
のであろうか, と。
もちろん孝橋教授がこの点を見過されていたとは思われない。 そうであ
るからこそ, 孝橋教授は他方社会的間題について次のようにも説かれてい
るo
社会的間題もまた 「資本主義制度の構造的性質」 に 「もちろん一…間接
的にか結局のところなんらかの作用をぉよぼすであろうことは否定できな
い」とo
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さて, 以上の検討から孝橋教授の説かれる社会間題と社会的間題の間の
「序列の相違」に関して, われわれは改めて次のような理解を得ることと
なろう。
社会間題と社会的間題はともに「資本主義制度の構造的性質」に「なん
らかの作用をおよぼす」 「資本主義制度にとっての構造的危機を意味する」
間題であり, 従つて質的に社会間題と社会的間題を区別することは困難で
あると考えられる。すなわち,孝橋教授が説かれる「序列の相違」とは,
上にみたように社会間題と社会的問題の間の質的な側面における相違を意
味するものではなく, 間題の所在の「資本主義制度の構造的性質」におよ
ほ'す影響と効果が,社会間題はより直接的であり,社会的間題ではより間
接的であるという, そのおよぼす影響と効果における程度の相違を意味す
るものであることが,ここに理解されよう。従つて,社会間題と社会的間
題が「資本主義制度の構造的性質」 におよばす影響ilib果の程1iの表iiを
基準として,すなわち,それらの程度がより直接的であるか,あるいはよ
り間接的であるかという孝橋教授の説かれる 「序列の相違」によって, 社
会間題と社会的間題を明確に区別しようとしても, そこに設定される境界
はやはり「窓意的・主観的なものとな」 り度味なものとならざるを得な
い07)〇
以上の検討結果より,孝橋教授の説かれる「性格的特質の相違」と「序
列の相違」 は, ともに社会間題と社会的間題との質的な側面における相違
を意味するものではなく, いずれも程度の相違を意味するものであること
が理解された。従つて,程度の相違を基準として,社会間題と社会的間題
を明確に区別しようとしても,そこに設定される境界は「窓意的・主観的
なものとな」り成味な(可変的な)ものとならざるを得ない。ここに先ず
57) 国多助教授 (国多・前掲 「戦後社会福祉論の検討(11l」, pp.l0-13,および国
多・前掲「社会福祉的の方法」,pp.381-3u.)と松国助教授(松国・前l0「社
会福祉本質論」pp.26-28.) は ,  本精とは異なる間題意識と分析視点から, こ
の点に関するわれわれの理解と同様の見解を示されている。 併せて, 参願され
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次のような問題点が指摘されることになる。すなわち,孝橋教授が「社会
政策と社会事業との概念的区別の根底には, それぞれの社会的領域を構成
している課題それ自身に, それぞれの独自の性格と特徴が横たわっていて,
この社会的諸問題の分析によってはじめて, 社会政策と社会事業との概念
的区別が明確に提示せられる」S8)と説かれているにもかかわらず, 孝橋教
授のこの「社会的諸間題の分析」によっても社会政策と社会事業との「概
念的区別」は暖昧にしか提示し得ない,と。そしてそれでは,社会問題と
社会的間題の明確な区別をなし得ない孝橋社会事業論とは, 一偉如何なる
社会事業の理論なのだろうか, と。
さらに以上の検討結果に関して,孝橋社会事業論においては,本稿注16)
にみられるように, 社会政策の理論的限界によって社会事業の補充性領域
と社会事業の代替性領域との明確な区別が, すなわち社会的間題と社会問
題との, 従つて社会事業と社会政策との明確な区別がなし得るものとなっ
ている。 こ こ に「間題それ自身の性質」 ょって明確に区別され得ない社会
間題と社会的間題が, 果して社会政策の理論的限界によって明確に区別さ
れ得るものなのだろうか, という間題点もまた提起されることになる。
前述したようにここでは以上の間題点を指摘するにとどめ, その詳細な
検討は次章の「『社会的諾間題の分析』の論理批判」の課題とする。
4. 「杜会的購間:題の分析 (社会間題と社会的間題への
二分類)」の自理批判
孝橋教授の説かれる 「社会的諸間題の分析 (社会間題と社会的間題への
二分類)」 に係わる間題点に関して, これまで検討を加えてきた訳である
が, そこに指摘された問題点を改めて要約的に1商条書きにすれば次のよう
になる。
58) 孝橋・前得「全f「 社会事業の基本間題」, p.57
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① 何故,孝橋社会事業論においては,社会的間題の発生の経路は一つ
でなければならないのか。
②孝橋社会事業論において,社会事業の補充性と代替性は理論的に区
別され得るのか。
③ 孝橋教授の説かれる 「関係的に派生する」 という語句は, 何を意味
しているのか。
④ 社会間題と社会的間題を明確に区別し得ない孝橋社会事業論とは,
一体如何なる社会事業の理論であるのか。
以下商においては, ここに設定された相互に密接な関係を有する四つ
の課題を手掛りとしながら,孝橋教授の説かれる「社会的諾問題の分析」
についてのより積極的な批判的検討の展開を試みることにする。すなわち
それは, 上に指摘にされた相互に密接な関速性をもっ諸間題を内在させる
孝橋社会事業論とは一体如何なる社会事業の理論体系であるのかを明らか
にすることであり, 従つてそれはまた孝橋社会事業論が資本主義社会の経
済的機構から社会事業の本質として解明したものは何であったのかを改め
て検討することでもある。
先ず,①何故,孝橋社会事業論においては,社会的間題の発生の経路は
ーつでなければならないのか, という第一の間題点から検討を始めること
に し よ う o
ところで, 孝橋社会事業論において, たとえ社会的間題の発生の経路が
ーつであっても, もちろんそれだけでは社会的間題の発生の経略が一つで
あるということは何ら間題とはならない。 そこで, われわれは孝橋社会事
業論において, 社会的間題の発生の経路が一つであることが間題とされる
根観として, 本積3-(1)「社会的間題の発生について」での検討を通じて,-l25- 23
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以下に要約的に示される三点を指摘した。
( i )  真田教授による 「資本主義制度の構造的特質 (「資本制的生産の
基本法則」)」 から直接的にみちびかれる (すなわち社会問題を媒介
としないで成立する) 社会的問題の発生の経路の存在の指摘。
(ii)  孝橋社会事業論そのものに内在して,指摘される社会問題を媒介
しないで成立している社会的問題。
(iii) 「社会事業の本質を正しく理論的に規定することによって, その
補充性と代替性を混同してはならない」So)(傍点引用者) と説かれ
る孝橋教授の見解。(この孝橋教授の説かれているところに関して,,
これを「社会事業の補充性と代替性は理論的には明確に区別され
る」として,以下本稿においては孝橋社会事業論の命題II と呼びこ
ととする)。
以上の三点を根拠として, 社会的間題の発生の経路が一つであるという
ことが, 孝橋社会事業論における問題点として指摘され得ることになる訳
であるが, それでは何故社会的問題の発生の経路は一つでなければならな
いのであろうか。
すなわちそれは, 孝橋社会事業論が 「全ての社会的問題は社会問題から
関係的に派生する」 という命題 (この命題を以下本稿においては, 孝橋社
会事業論の命題Iと呼ぶこととする)を含んで成立している理論体系であ
るからである。 この孝橋社会事業論における命題Iは, 孝橋教授によって
59) 同上書, p.67. この点に関して, 孝橋教授はまた「社会事業の性格的特質と
しての社会政策への補充性は, その理論的合理性の要求からは, けっしてそれ
̃、の代替性を意味するものではない」(同書, p.63) とも説かれている。
60) 同上書,p.34
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社会間題は 「社会的問題をなりたたせている基本的存在であ」oo)り, そし
て社会的間題は 「それ(社会問題一引用者)があることによって,そこ
から関係的に派生する」o')と規定せられているところからただちにみちび
かれる。
ところで,命題Iを成立させるために,孝橋社会事業論においては,以
下に示される三つの条件が同時に満たされていることが, 既に理論的前提
として仮定されている。
すなわち,先ず第一に 「資本主義社会には社会間題(労働間題)が存在
する」(これを,以下本稿においては, 前提条件 Iと呼ぶこととする) と
いう条件が必要とされる。しかし,孝橋社会事業論において命題Iが成立
するためには, この条件だけでは十分ではない。 というのは,孝橋教授が
「社会間題に対しては社会政策が, 社会的間題に対しては社会事業 (社会
事業政策を含む)がそれぞれ対策体系として照応・対応するものである」o2)
と説かれている(この点に関して, 以上のように孝橋教授の説かれてい
るところと, 併せて教授が「社会政策と社会事業との概念的区別の根底に
は, それぞれの社会的領域を構成している課題それ自身に, それぞれの独
自の性格と特徴が横たわっていて, -一社会政策と社会事業との概念的区
別が明確に提示せられるものである」e3)と説かれるところから, 「社会間題
に対応する政策体系が社会政策であり, 社会的間題に対応する政策体系が
社会事業である。また,社会間題には社会事業は対応出来ず,社会的間題
には社会政策は対応出来ない」 という命題をみちびくことが出来る。 この
命題を,以下本稿においては孝橋社会事業論の命題ll と呼ぶことにする)o‘
ことから, 「もしも社会政策の十全な貫徹が行なわれるものと仮定するな
6l)62) 孝橋・前掲『現代資本主義と社会事業』, p.79.
63) 幸橋・前掲『全訂 社会事業の基本間題』,p.57.u) この点に関しては, 孝橋教授は端的に次のようにも説かれている。「一般的
に社会間題とよばれているものをここには社会的諸間題といい, そこから社会
間題(社会の基礎的・本資的課題)と社会的間題(社会における関係的・派生
的課題)とを分析的に抽出する。そして前者̃ 、の社会的対応を社会政策,後者
へのそれを社会事業であると規定する」(同上書,p.3)と。-127- 25
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ら」oS), 「社会的問題をなりたたせている基本的存在である」社会問題が消
減してしまうことになるからである。従つて,命題Iが成立するためには,
前提条件Iと同時に「資本主義社会の下では社会政策には,その発展の限
界が存在する」(これを,以下本稿においては前提条件ll と呼ぶこととす
る) という条件が仮定されていなければならないこととなる。
さて,上に述ぺた二つの条件だけでは,「社会的間題は社会間題から関
係的に派生する」 という命題は成立し得えても, 孝橋社会事業論において
「全ての社会的問題は社会問題から関係的に派生する」 という命題Iが成
立するためにはまだ十分ではない。 こ こ に, 孝橋教授が「「社会間題は社
会的間題をなりたたせてし、1i基本lli:存在一iあ る』(これを以下においては
前提条件mと呼ぶこととする)ことを理解する必要がある」oo)(二重整括
弧,括弧内の挿入文,および傍点は引用者)と説かれなければならない理
由がある。それ故に,この前提条件mもまた,前提条件I ・ ll と同時に理
論的前提として仮定されていることがまさに必要なのである。 そしてさら
に,命題Iが成立するためのこれらの三つの前提条件(I・E・II ) は,
孝橋社会事業論において全ての社会的間題 (社会事業の対象) が成立する
ための条件であるという意味において, 孝橋社会事業論の理論体系そのも
のが成立するための前提条件ともなっているのである。
以上の検討から, 命題Iを含んで成立している理識体系である孝橋社会
事業論において, 先に社会的間題の発生の経路が一つであることが間題と
される根aとして指摘された孝橋社会事業論それ自体に内在する, あるい
は真国教授の批判に指摘されている社会間題を媒介としないで 「資本主義
社会の構造的特質」 から直接的にみちびかれる社会的間題の存在 (すなわ
ち「全ての社会的間題が社会間題から関係するのではない」 という命題を
意味すること)が否定されるのは,当然の理論的帰結となる。しかし,命
題I を含んで成立する孝橋社会事業論において社会的間題の発生の経路が
65) 同上書, p.61.
66) 同上書,p.u.
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ーつになるということは論理的必然であるとしても, 同時に社会的間題の
発生の経路が一つであることが, 孝橋社会事業論においては間題とされる
今一つの根拠として命題1lIが指摘されるという, 新たな問題点がここに生
じてこよう。すなわちこの間題は, 孝橋社会事業論の理論体系においては
命題Iと命題llIが両立し得ないことを意味している。そして以上の検討結
果に従つて,命題Iを成立させるための前提条件I・ll ]lIにより,理論
体系全体もまた制約を受けることになる孝橋社会事業論においては, 当然
のこととして命題Iが成立し, 従つてまた命題II は成立し得ない。
さ ら に,・ この点に関しては, 以上の分析結果によって本章'i頭に設定さ
れた孝橋教授の 「社会的諸間題の分析」 に係わる課題②に対する解答が与
えられることとなる。すなわち,孝橋社会事業論においては社会事業の補
充性と代替性は理論的に区別することが出来ない, と。 それでは何故孝橋
社会事業論は理論的に, 社会事業の補充性と代替性を区別し得ないのだろ
う か。 ここに提起された間題点は, 以上の議論から明らかなょうに, その
理論体系が前提条件I ・1I ・ lHの制約の下に成立している孝橋社会事業論
とは, 一体如何なる社会事業の理論であるのかという課題と同意であり,
そして実はこの課題の解明が, 本章の初めにおいて設定された「社会的諸
間題の分析」 に関する課題③を検討することなのである。
そこで次に, 孝橋教授の説かれる 「関係的に派生する」 という語句が何
を意味しているのかについて, さらに検討を統けることにしよう。
既に本稿3-(1)「社会的間題の発生について」でみてきたように,孝橋
教授の「議論のキ ・ーワードの一つともいえる」「関係的に派生する」 と
いう用語は, その意味するところが明示的であるとはいえない。 そこで一
般的には,例えば宮国助教授や佐武教授のように,常識的に社会的間題が
「間接的に派生 (発生) する」, あるいは社会問題に「関係して派生的に
生ずる」 という意味において理解されているようであるが, 孝橋教授の
「関係的に派生する」という用語が果して「発生する」あるいは「生ず
る」と理解され得るものなのかどうか興間なしとしない。従つて以下にお-l29- 27
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いては,孝橋社会事業論の論理体系にそくした考察を通じて,孝橋教授の
説かれる「関係的に派生する」 という語句がどのように論理的に推論(理
解)されるのかを明らかにしてみよう。
先ず,社会事業の代替性o7 )の場合について,孝橋教授の「関係的に派生
する」 という用語がどのように理解されるのかを検討してみよう。
社会政策の実際的限界のために, 社会政策によって対応され得ない生産
(労働) 過程における社会間題から消費 (生産) 過程において間接的に発
生する (あるいは関係して派生的に生ずる) 社会的問題に社会事業が対処
したとしても, それは社会事業が社会政策の代替的機能を果した (社会事
業の代替性)とはいえない。何故ならば,このように「関係的に派生す
る」という語句の意味するところを「から間接的に発生する」,あるいは
「から関係して派生的に生ずる」と理解するならば,消費(生活)過程に
おいて社会間題から発生した (生じた)社会的問題は社会事業によって確
かに対処され得るが, その社会的間題を発生させる社会政策によって対応
され得なかった社会問題は,何等の解決・処理もされずにそのまま生産
(労働)過程に残つてしまうことになるからである。従つて社会事業が,
社会政策の実際的限界のために, 生産 (労働) 過程において社会政策によ
って対応され得ない社会問題に対して代替的機能を果し得るためには, こ
の社会問題それ自体が消費(生活)過程において社会的間題と呼ばれる
(社会)問題「になる(あるいは「に変化する」)」と考えられるのでなけ
ればならないe9)。
次に社会事業の補充性の場合であるが, 社会事業の代替性の場合に関す
る検討結果と同様に,やはり孝橋教授の説かれる「関係的に派生する」と
いう用語は,「から間接的に派生して発生する」 (あるいは「生ずる」,ま
たは「生起する」)ではなくて「になる(あるいは「に変化する」 ) と い う
67)68) 社会事業の補充性と代替性については, 本稿注16)を参照されたい。 ま
たこの点に関しては, 孝橋・前掲『現代資本主義と社会事業』,p.79,も以下
に展開されるわれわれの批判的検討とも係わることになるので, 併せて参照さ
れたい。
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意味において理解されるのでなければならない。
というのは, もし「関係的に派生する」という語句の意味するところを
上に述べたような意味において理解しないとすると, 社会政策の速論南限
界のために,社会政策が対応し得ない社会問題は,生産(労働)過程に係
わる理論的にも処理され得ない, すなわち永違に解決され得ない間題とし
て資本主義社会のもとに放置されることとなり, 従つて理論的に始めから
放置し得る間題であるならば, もはやそのような間題はその社会にとって
の間題ではあり得ず, すなわち, 社会間題とはいえないことになるからで
ある。それ故に,孝橋教授も説かれるように「どんな形態や現象をとって
現われるにせよ, 社会自らが生み落した社会の問題は, 社会白らによって
解決されなければならない一そうでないなら, その社会の存在理由が間
われなければならない一」oo)のであるから, 社会事業の補充性において
も, 社会事業の代替性の場合と同様に 「関係的に派生する」 という語句の
意味するところは,社会政策の理論的限界のために,生産(労働)過程に
おいて社会政策によって対応され得ない社会間題それ自体が, そのまま消
費(生活)過程において社会的間題と呼ばれる(社会)間題「になる(あ
るいは「に変化する」)」 と理解されるのでなければならない。
ここに, 社会事業の補充性と代替性において孝橋教授の「関係的に派生
する」という用語はともに「なる」(あるいは「に変化する」)という意
味を表すことが理解され, また本積3-(1)「社会的間題の発生について」
で指摘された孝橋社会事業論の 「関係的に派生する」 という語句で表され
る社会的間題の発生の過程 (論理) における社会事業の補充性と代替性と
の「二重写し(同一性)」が確認されることになる。
以上のことから, 孝橋社会事業論における社会事業の対象分析であると
考えられる「社会的諾間題の分析」に関する検討結果としてとりあえず,
次のことを示し得よう。
孝橋社会事業論においては,命題Iより社会的間題の発生の経路は一つ
69:) 孝橋正一 「統 社会事業の基本間題」ミネルツァ書房, l975年, pp.2e9-270.-l3l- 29
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であり, (従つて当然のことではあるが)上の検討で確認せられたように,
社会的問題の発生の論理(過程)も一つである。従つて,孝橋社会事業論
の理論体系が, 社会事業の補充性か代替性かのいずれかに関する一つの理
論構造しか内包し得ないことになるのは論理的必然である。 そして社会的
問題の発生の論理が, 社会政策の (理論的および実際的) 限界のために,
生産 (労働) 過程において社会政策によって対応され得ない社会問題それ
自体が,消費(生活)過程において社会的問題と呼ばれる(社会)問題に
変化するというものであることから, このような社会的間題(本質的には
社会政策によって対応されなければならないはずの社会間題) に対応する
社会事業は, 社会政策への代替的機能を果していると理解される。すなわ
ち,その理論体系が前提条件I ・II ・mの制約の下に成立している孝橋社
会事業論は, 社会事業の代替性の対象分析に関する理論に他ならないので
ある。 従つて, 社会事業の代替性に関する理論である孝橋社会事業論にお
いて, 社会事業の補充性と代替性が理論的に区別され得ない (すなわち命
題II が成立し得ない) ことに関しては, もはやこれ以上の説明は不要であ
ろ う o
またここに, 本章冒頭において設定した孝橋教授の説かれる 「社会的諸
間題の分析」 に関する課題④に対する解答も与えられている。
すなわち,孝橋社会事業論の「社会的諸問題の分析」において社会事業
の本質として資本主義社会の経済的機構と関連で解明されたものは, 社会
事業の代替性に関する対象分析の論理なのである。 従つて, 孝橋教授も説
か れ る よ う に「社会事業の代替性的対応の場合には,社会問題への社会政
策的照応の範囲や程度などの条件によって, それに社会事業が対応するは
ずの社会的問題として取扱われる度合がさまざまに変化すること」7o)(傍点
引用者) から, 社会事業の代替性に関する理論である孝橋社会事業論にお
いて, 社会間題と社会的間題を明確に区別する境境を設定し得ないことも
また当然の論理的帰結となる。
?）
??
?
孝橋・前掲 『現代資本主義と社会事業』, p.83
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そして, 本稿3-(2)「社会問題と社会的問題の区別について」 における
われわれの検討は, まさに孝橋教授の説かれる社会間題と社会的間題の
「性格的特質」と「序列の相違」がともに程度の相違を意味するものであ
ることから, 程度の相違を基準として社会間題と社会的問題を区別しよう
としても,その区別が不明確(可変的)なものとならざるを得ないことを
提示していた7')。
ところで以上の検討結果に従えば, われわれは孝橋社会事業それ自体が
社会事業の代替性に関する理論であるという理解を得ることとなる一方で,
例えば本稿注16)にみられるように,孝橋社会事業論においては他方社会
政策の理論的限界によって社会事業の補充性と代替性が明確に区別されて
いる。そこで, われわれの以上の検討結果を確認する意味も含めて, 最後
に社会事業の代替性の理論であると理解される孝橋社会事業論において,
何故孝橋教授の説かれる社会政策の (理論的・実際的)限界の論理を導入
することによって, 社会事業の補充性と代替性の理論が成立し得るのかを
明らかにしてみよう。
社会事業の対象を本質的に理論的に解明されょ う とする孝橋教授の 「社
会的諸間題の分析 (社会問題と社会的間題への二分類)」に関して,教授は
「社会的諸問題をこのように分析的に提不した理由は, 社会問題に対して
は社会政策が,社会的問題に対しては社会事業(社会事業政策を含む)が,
それぞれ対策体系として照応・対応するものであることを解明するためで
ある」72)(傍点引用者) と説かれている。すなわち, ここでは理論的には
71) この点に関するわれわれの検討結果に関して, 孝橋教授自らも次のように説
かれている。 「社会政策のもっ性格的特質と限界性のために, 社会政策的保護
からもれるか締出されるものは, 対象的には社会政策によってすくいあげられ
る都分または程度を超える現役労働者や失業または休廃業労働者とその家族,,
資困者,浮浪者,傷病者,身心障害者,児童, 未亡人(母子), 老人等の姿を
とってあらわれるが, その時と所の社会において社会政策がどの程度まで実現
しているかによって, その程度, 種類, 範囲や内容はそれぞれ異なっている」
(:ei点引用者,孝橋・前掲『全訂 社会事業の基本間題』,p.45.)と。
72) 孝橋・前掲『現代資本主義と社会事業』,p.79.
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全ての 「社会問題に対して社会政策が対策体系として照応・ 対応する」
(出来る)と規定されている73)。
また, 孝橋教授は社会事業の補充性に関しては 「社会政策の限界性によ
って, 本来, 社会政策がそれに照応しなければならないはずの社会問題は,
ある一定の限界で切断され, それゆえにその限界内でのみ社会政策は機能
するが,それ以上の限界を超えた部分については,その対応を社会事業に
委ねることとなる。その際, 理論的に可能な限界まで社会政策が伸び切り,
そこまで到達していることが仮定されている。 一…理論的想定において,
この社会政策の限界のために, その政策的照応からはみだした社会問題部
分(社会的問題)に対応する場合の社会事業を,社会事業の補充性と名づ
ける」(傍点引用者) と説かれている。ここではまた, 理論的に想定され
た社会政策の理論的限界によって 「理論的には全ての社会問題に対しては
社会政策が対応体系として照応・対応出来ない」とも規定されている。・ ・ ・ ・
しかし, 理論的に (実際的にではない) 社会政策が対応出来ないという
ことは,理論的には社会政策の対象領域ではないということを意味してお
り, すなわち理論的想定において社会政策の理論的限界のために, 従つて
理論的に社会政策が対応し得ない社会問題は, もはや理論的には社会問題
ではないことになろう?4)。 従つて孝橋社会事業論においては, 社会的間題
73) この点に関しては, 本稿注64)も併せて参照されたい。
74) これまでみてきたように孝橋教授は,その「社会的諾問題の分析」という社
会事業の対象に関する理論的分析を通じて, 少なくとも理論的想定の下に例え
ば「社会政策とは, 典型的にはこのような意味と内容をもった社会間題に対応
する社会的方策施設の体系にほかならない」(孝橋・前掲『全訂社会事業の基
本問題』,pp.41-42.)と規定されている。ところが,孝橋教授は社会事業の補
充性に関して説かれるところでは, みられるように同じく理論的想定において
社会政策が対応し得ない社会問題の存在を指摘されている。 理論的に社会間題
に対応すると規定された社会政策が,何故,同じ理論的想定の下において社会
政策の理論的限界のために社会問題に対応出来ないことになるのであろうか。
従つて同じ理論的想定の下において, 社会政策が対応出来る社会間題と, 社会
政策が対応出来ない社会間題との間に明確な区別が, すなわちそれらの社会問
題の間の「性格的特質の相違」が提示されているのでなければ, 孝橋教授の社
会事業の補充性に関する議論は説得的であるとはいえない。・
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は社会問題「を起点ならびに基点として同時的・自己同一的に生起する」n)
のであるから,社会政策の理論的限界を超えた(理論的に)社会問題では
ない問題からは,社会的問題は派生し得ず,当然に社会事業の補充性(領
域) もまた成立し得ない。
さて以上の検討から, 孝橋社会事業においては, 「理論的には全ての社
会問題に対して社会政策が対策体系として照応・対応するが, 理論的に想
定された社会政策の理論的限界によって, 理論的には全ての社会間題に対
しては社会政策が対策体系として照応・対応し得ない」という論理的誤
謬(1ogicalfa11acy)をぉかすことによって,はじめて社会事業の補充性
が成立し得るものであることがここに理解されよう78)。
以上のわれわれの見解に関しては, 孝橋教授自らも次のように説かれて
いるのである。
「もしも社会政策の十全な貫徹が行なわれるものと (理論的に一引用
者)仮定するなら, そこではおそらく社会事業による補充を必要としない
であろうが,現実は(理論的にではなく一引用者)逆に社会事業の補充
性を必要とするほど社会政策は十全な貫徹を行なうことができないと規定
した」'')(傍点一引用者)と。
・さ らにこの問題に関して, 次の点を指摘しておきたい。社会事業の対象は,
命題 nに従つてその補充性領域 (社会事業の独自の対象領域) であっても, ま
た代替性領域 (本来は社会政策の対象領域) であっても社会的問題である。 そ
して命題Iに従つて, 補充性領域の社会的問題も代替性領域の社会的問題もと
もに社会問題から関係的に派生している。 すなわち, 孝橋社会事業論における
社会問題と社会的問題との概念的区別の不明確さは, 結局のところ, 上記の孝
橋教授の説かれる社会政策の理論的限界によって区別されたある種の社会間題
(理論的に社会政策が対応し得る社会問題) と, ある種の社会問題 (理論的に
社会政策が対応し得ない社会問題) との社会問題どうしの間の区別の困難性に
帰するのである。
75)考:橋・前掲『現代資本主義と社会事業』,p.79.
76) この点に関するわれわれの見解に関しては, 本稿注74)における検討も併せ
て参照されたい。
77) 孝橋・前掲1「全訂 社会事業の基本問題』,p.61.
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5. 結 び
1事橋社会事業論の批判的検前
孝橋正一教授のいわゆる 「社会事業論」.は, わが国における社会事業の
本質論を考察する場合, 避けて通ることの出来ない最も大きな影響をもっ
た理論の一つであると評価されてきた。
本稿は, 社会事業の本質把握への一つの端結とすることをその間題意識
として持ちながら,上記のような地位にたつ孝橋社会事業論において,社
会事業の対象論であると理解される 「社会的諾間題の分析 (社会間題と社
会的間題̃、の二分類)」 の批判的検討を直接的な課題とするものであった。
そして本稿では, 従来の孝橋社会事業論に関する諾研究をふまえたうえ
で,.幸橋教授の説かれる「社会的諾間題の分析」に係わって,何処に, 如
何なる間題点が指摘され得るのかを整理・検討した。
そこに折出された間題点は, 要約的に示すならば以下の四点である。
① 何故,孝橋社会事業論においては社会的間題の発生の経路は一つで
なければならないのか。
② 孝橋社会事業論において, 社会事業の補充性と代替性は理論的に区
別され得るのか。
③ 孝橋教授の説かれる「関係的に派生する」 という社会的間題の発生
の論理(過程)に係わる語句は,何を意味しているのか。
④ 社会間題と社会的間題を明確に区別し得ない孝橋社会事業論とは,,
如何なる社会事業の理論であるのか。
次に本積では, 上に提起された諾間題点を内包する孝橋社会事業論の理
論体系とは, 一体如何なるものであるのかを, それらの相互に密接な関連
性をもっ四つの課題を手がかりとしながら検討した。
そしてわれわれは, 孝橋社会事業論が次に示される三つの前提条件(I・
II ・m)の制約の下に二つの命題(I・ll )を内在させて成立する理論体
系であるとの理解を得た。
-l36-
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前提条件 I 資本主義社会には社会間題(労働間題)が存在する。
前提条件lI 資本主義社会においては社会政策には,その発展の限界が
存在する。
前提条件m 社会間題は社会的間題をなりたたせている基本的存在であ
るo
命題 I 全ての社会的間題は社会間題から関係的に派生する。
命題 Il 社会問題に対応する政策体系が社会政策であり,社会的間題に
対応する政策体系が社会事業である。 また, 社会問題には社会
事業は対応出来ず, 社会的間題には社会政策は対応出来ない。
さらにわれわれは, 孝橋社会事業論の論理体系にそく した考察を通じて,
社会的間題の発生の論理(過程)に係わって孝橋教授の説かれる「関係的
に派生する」という用語が,どのように推論(理解)されるのかを明らか
にした。
すなわち, 社会的間題は社会間題が「あることによってそこから関係的
に派生する」 という社会的問題の発生の論理は, 孝橋教授の説かれる社会
事業の補充性と代替性とにおいて, 共通に (理論的であっても実際的であ
っても)その社会政策の限界のために,生産(労働)過程において社会政
策によって対応され得ない社会間題それ自体が, 消費(生活)過程におい・ ・  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ・ ・ ・
て社会的間題と呼ばれる(社会)間題に変化する (あるいは「になる」) とい
う意味において孝橋社会事業論では理解されるのでなければならなかった。
ここに, われわれはこのような社会的問題(本質的には社会政策によっ
て対応されなければならないはずの社会問題)に対応する社会事業が, 社
会政策への代替的機能を果していると理解されることから, 先の検討結果
と併せて,その理論体系が前提条件I ・ ll ・mの制約の下に成立している
孝橋社会事業論は,社会事業の代替性(の対象分析)に関する理論に他な
らないとの結論を得ることとなった。
従つて, それ自体が社会事業の代替性に関する理論である孝橋社会事業-137- 35
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論において, 社会的問題の発生の経路およびその発生の論理 (過程) が一
つのみであるということ, また社会問題と社会的問題とを明確に区別する
境界を設定し得ないということは, その当然の論理的帰結としてみちびか
れるものであった。
そして最後に, 以上の検討結果を確認する意味も含めて, 何故社会事業
の代替性の理論であると理解される孝橋社会事業論において, 孝橋教授の
説かれる社会政策の(理論的・実際的)限界の論理を導入することによっ
て, 社会事業の補充性の理論もまた成立し得るのかについて若千の検討を
試みた。
そして, 理論体系全体が社会事業の代替性に関する理論であると理解さ
れる孝橋社会事業論において, 社会事業の補充性の論理が成立し得る根拠
として, われわれは 「理論的には全ての社会間題に対して社会政策が対策
体系として照応・対応するが, 理論的に想定された社会政策の理論的限界
によって, 理論的には全ての社会問題に対しては社会政策は対策体系とし
て照応・対応し得ない」 という孝橋社会事業論における論理的誤謬の存在
を提示した。
従つてここに, 孝橋社会事業論における社会政策の(理論的および実際
的) 限界に関する論理の再検討の必要性が, 新たな 「社会事業の基本問
題」として提起されることになる。
そして, さらに検討されなければならない残された課題は,社会事業の
補充性に関する理論の解明であり, それは孝橋社会事業論を制約する前提
条 件 I ・ ll ・mの解除された理論体系として,すなわち社会政策との共通
性においてではなく,独立に,資本主義社会の構造的論理として展開され
るものでなければならず, この検討こそが社会事業の本質把握のために残
された重要な「社会事業の基本間題」であるといわなければならない。
上に指摘された二つの 「基本問題」 の検討はわれわれの今後の研究課題
であるが, しかし本稿はその検討の必要性を確認するための作業の一つと
なっているのである。
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